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接続料算定の在り方についての意見（郵通議第67号による照会）

　当協会から下記のとおり意見を申しあげますので、よろしくご配慮を賜りたく存じます。

記

　当協会の会員が提供しているサービスは、データ系のものが大多数を占めており、今回の「長期増分費用方式モデル」は、電話に特化している内容であり、この点、第二種電気通信事業者の大多数が望んでいる「専用線サービスに関するモデル」が含まれておりません。

　内外の趨勢として音声通信からデータ通信に急速に移行している現状から見て、音声交換機を含まない地域アクセス網の低廉化が急務と考えますので、ここに専用線を中心とするアクセス手段の「長期増分費用方式のモデル」を早急に取りあげることを要望いたします。

以上

